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諸課題解決に向け取り組む
第２回役員会を開催

新体制後、初会合で議事３件を審議した

開会のあいさつをする下地会長

　平成30年度第２回役員会を６月11日、ロワジー
ルホテル那覇で開催した。
　開会のあいさつで下地米蔵会長は、若年建設
従事者の確保・育成等の課題について「各企業が
安定的かつ計画的に人材を採用できるような環
境にすることもわれわれの務めである」と強調。次
代を担う人材の育成のためには、建設系学科の増
設はもとより、土木・建築専門教師の確保、実践
的な技術や知識を備えた人材の採用が必要だと
指摘した。また、宮古・八重山地域における建築・
土木学科の設置を関係機関に要請するなどの活
動も重要だとした。新体制スタートにあたり「若年
者の入職促進・人材育成をはじめ、働き方改革等
の職場環境の改善など諸課題解決に向け協会一
丸となって取り組んでいこう」と呼びかけるととも
に、決意を新たにした。
　議事では顧問と相談役の任期についての見直
し案を提示、これまでの顧問（会長経験者）の現
会長が勇退する時までとした任期を３期６年とし、
会長が４期８年の場合は顧問は会長の任期まで
とする案を全会一致で承認。相談役（副会長経験
者）については、現行通り３期６年のままとした。
その後、５月の総会で退任した前副会長の上原惠

子氏の相談役就任に関する委嘱案を諮り承認を
受けた。このほか、協会の委員会構成（案）が示さ
れ、各委員会の委員長、副委員長、委員を選任。各
委員長に、下地会長から委嘱状が交付された。
　その他事項では、県や県教育庁等の行政側か
ら、「学卒求人の確保及び求人票の早期提出等に
係る要請」を受けたことを報告。県内の就職内定
率は、今年３月末で高校で96.0％、大学で83.7％と
年々上昇傾向にあるが、依然として全国平均に比
べると厳しい状況にあるとして、新規学卒者の就
職内定率の改善、さらに優秀な人材が県外等に流
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題　　名： 現場女子は
　　　　　  日焼け対策もバッチリ

撮  影  者：仲宗根　吉克

撮影場所：県営南風原団地
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出するのを防ぐためにも、各企業に採用計画など
積極的な取り組みを呼びかけた。
　第３回建設産業合同企業説明会2018について
は、６月12日･沖縄コンベンションセンター展示棟
で開催することを報告。初回開催の参加企業25
社から、今回の参加は約80社となり、年々規模が
拡大していると説明した。また、青年部会からは、
恒例のフォトコンテスト開催について周知があり、
今年は10回目を記念して人・造の各部門からグラ
ンプリ賞を選定すると発表、作品応募の呼びかけ
を行った。建設業労働災害防止協会沖縄県支部
の與那嶺茂良常務理事は「第44回建設業労働災
害防止大会」への参加協力を呼びかけた。
　事務局からは、経営者及び現場代理人を対象と
した「原価管理講習会」の開催案内を行ったほか、
８月２日開催予定の建設産業親睦ゴルフコンペへ
の参加を呼びかけた。また、５月に参与を退任し
た川満時雄氏の後任に喜納榮一参与が就任した
ことを報告。喜納参与は建設業界における暴力団
排除の役割を担う。「川満氏のあとを引き継ぎ、頑
張りたい」とあいさつした。
　終わりに、新里英正副会長は「新体制がスタート
した。下地会長とともに、協会発展のため、皆さん
の協力をお願いしたい」とあいさつし、会を締めく
くった。
　役員会終了後には、協会の更なる発展を祈念し
て新旧役員による懇親会が開かれ、和やかな雰囲
気のなか親交を深めた。

○議事
１、顧問並びに相談役の任期について
２、相談役の委嘱（案）について
３、委員会構成（案）について

○その他事項
１、学卒求人の確保及び求人票の早期提出等に
　係る要請
２、建設産業合同企業説明会実施について
３、原価管理講習会の開催について
４、第10回フォトコンテスト「島の魅力」作品募集
　について

５、第44回建設業労働災害防止大会について
６、第５回沖縄建設産業親睦ゴルフコンペの開催
　について

テープカットを行う下地会長（右から２人目）ら

多くの学生、生徒が参加した

　沖建協と（一社）沖縄県建設産業団体連合会
（下地米蔵会長）は６月12日、宜野湾市の沖縄コン
ベンションセンターで「建設産業合同企業説明会
２０１８」を開催した。建設業に特化した合同説明
会は今年で３回目。学生と企業のマッチングを図
り、さらなる建設業への入職促進を目的に平成28
年度から開催。今年は、昨年の会議棟からスペー
スにゆとりのある展示棟に場所を移し、昨年より
23社多い企業76社と専門学校３校の計79社が参
加、自社の特色などをアピールした。会場には高校
生や専門学校生ら約650人が詰め掛け、各企業の
ブースで、担当者からの説明に熱心に耳を傾けて
いた。
　開会式で下地会長は「建設産業は、まちづくり
全体の計画から建物の設計、図面作成等を行う仕
事、また、それらを基に施工する仕事などさまざま
な業種で成り立っている。それらを結集して安全
で快適なまちがつくられ、多くの皆さんに喜んでも
らえるまちが出来上がる」と建設産業の役割を紹
介。「今年は約80社が参加し、建設関連企業の合
同説明会への関心も高い。就職を希望される学生
の皆さんにとっても大きなチャンスでもある」と生
徒や学生らを激励した。

　今回出展した企業の来春の新規採用は、技術
職を中心に営業、経理、総務など合計442人の採用
を計画。会場では各企業ごとにブースを設置し、担
当者が仕事内容や待遇などを紹介。社員の人柄が
分かる写真の展示や空調服の試着体験を実施す
るなど、学生・生徒を引き付けるため各社様々な工
夫を凝らしていた。
　ブースで説明をしていた大晋建設㈱の平安山
良成氏は「売り手市場の今は、受け身の姿勢では
なく企業からも積極的に声掛けしてＰＲしていか
ないと良い人材を獲得できない」と今年度の採用
活動について語り「今回は高校生と年齢の近い入

会員企業38社出展、工夫凝らし自社ＰＲ
建設産業合同企業説明会2018
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自社の特色をアピールした

社２～５年目の若手に説明してもらった。活躍して
いる若手の声を聞いて当社で働くイメージを持っ
てもらえたら」と話した。
　参加したのは、来春卒業予定の生徒・学生だけ
ではなく、工業高校の２年生や専門学校の１年生
の参加も目立った。建設業界での就職を希望して
いる県立浦添工業高校デザイン科３年の冨里涼
菜さんは「説明してくれた企業の方々がとても親切
だった。自宅から通える県内企業で就職して長く
勤めたい」と語り、県立美里工業高校建築科２年
の島袋龍騎君は「若い人も働きやすくて風通しの
いい会社で働きたい。社会人になっていろんな経
験を積むのが楽しみ」と目を輝かせた。

【沖建協】38社
㈱東恩納組、大鏡建設㈱、㈱仲本工業、金秀建設
㈱、平安座総合開発㈱、南洋土建㈱、㈱高橋土建、
㈱呉屋組、㈱大成ホーム、㈱豊神建設、㈱善太郎
組、㈱國場組、㈱屋部土建、㈱太名嘉組、㈱沖電
工、㈱沖縄工設、㈱明成建設、座波建設㈱、㈱丸政
工務店、大晋建設㈱、㈱福地組、㈱大米建設、㈱七
和、金秀沖縄ピーシー㈱、㈱第一三興建設、㈲有
志建設、琉球開発㈱、㈱鏡原組、㈱古波蔵組、㈱大
寛組、㈱沖永開発、比嘉工業㈱、㈱金城キク建設、
㈱りゅうせき建設、㈱沖創建設、三善建設㈱、㈲国
吉組、㈱富士建設　
【建産連】38社
米元建設工業㈱、㈱エー・アール・ジー、㈱ｍ３
那覇建築事務所、㈲スタプランニング、㈱総合設
計玉城、㈱ウイング総合設計、㈱泉設計、㈲創建
設計事務所、㈲め～ばる設計工房、㈱大栄コンサ
ルタント、㈱沖創工、㈱環境設計国建、㈱芝岩エン
ジニアリング、㈱南伸、㈱国建、㈱ホープ設計、㈲
丸正開発、Ａ－ＣＲＥＡＴＥ沖縄㈱、三栄工業㈱、㈱那
覇電工、日進電気土木㈱、㈱テクノ工業、南西電
設㈱、琉球通信工事㈱、ヤシマ工業㈱、㈱アサヒ
プラント、マエダ電気工事㈱、㈱沖電システム、㈱
シーイー、國和設備工業㈱、㈱久米電装、不二宮
工業㈱、㈱きゃん電研、明和システム㈱、光電気工
事㈱、㈱佐久本工機、㈱キョウリツ、平宮産業㈱　
【専門学校】３校
沖縄職業能力開発促進センター、沖縄職業能力
開発大学校、パシフィックテクノカレッジ学院

■出展企業および専門学校のみなさん
　（ブース番号順）
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現場に必要な知識を習得
実践型人材育成講座が終了

講座を修了した受講生の皆さん

金良専務理事から修了証を受け取る受講生

　沖建協が沖縄県職業能力開発協会と共催で
行っている実践型人材育成講座の閉講式が６月
８日、那覇市の那覇地域職業訓練センターで行わ
れ、計46人に修了証が手渡された。
　同講座は沖建協の会員企業の新入社員が対
象。４月から約２カ月間、土木・建築の基礎や概
論、測量・ＣＡＤなどの実技を通じて、現場で必要
な知識などを身に付けた。また、県内で墜落事故
が増加していることを受け、今年度から建設業労
働災害防止協会の協力のもと足場組み立て等の
特別教育も実施、37人が修了した。
　県内の建設業においては、新規学卒者の３年
以内での離職率が高い状況にあることから、沖建
協では、同講座や宿泊研修等を実施。新入社員に
同年代の仲間との絆や連携を築いてもらうこと
で、新規学卒者の離職防止にも一定の効果が出
ているとしている。　
　閉講式で、職能協会の金良啓二専務理事は
「今回学んだ知識は現場に持ち帰って実践するこ
とでスキルにつながる。将来の沖縄の建設業の担
い手として活躍することを期待している」と激励。
沖建協の久高唯和課長は「２カ月間一生懸命勉
強したことを忘れずに、安全に気を付けて頑張っ

てほしい」とエールを送った。講座を修了した㈱沖
縄工設の山内真里さんは「２カ月間で建設業につ
いて詳しく知ることができた。早く施工管理技士２
級をとって、現場で活躍できるよう頑張っていきた
い」と抱負を語った。
　同講座の受講に際しては、厚生労働省の人材開
発支援助成金を活用できることから、訓練に係る
費用について一部助成が受けられ、これにより企
業の経済的負担が軽減される。
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実践的なＩＣＴ活用スキルを習得
新入社員向けＩＴ活用研修

ドローンの操作体験をする受講者

　会員企業の新入社員を対象にしたＩＴ活用研
修が建労センターで６月18日から22日まで５日間の
日程で行われ、30人が参加した。講師は㈱ジーサ
クセスの北野雅史氏が務めた。その内22日は、ド
ローンジャパン㈱の春原久徳氏を迎えドローンの
研修を行った。
　同研修は、協会主催の宿泊研修や実践型人材
育成講座などの新人研修の一環で、新入社員等へ
ＩＴの基礎知識や技術の習得、実践的なＩＣＴ活
用スキルを取り入れたものとなっている。
　北野氏は、ドローンによる工事の進捗確認や維
持管理での活用方法を紹介し「うまく活用すれ
ば、建設業界の起死回生に繋がる」と強調。参加
者らは、スマートフォンで操作するパロット社のス
パイダーとＤＪＩのＭａｖｉｃＰｒｏを使用した操作
体験などを通して、直接その可能性を体感した。
　春原氏は、ドローンを初めて操縦する参加者ら
に対して「困ったときはコントローラーから手を放

すことが大切。基本的にはホバリングしてその場に
留まるので、その間に心を落ち着けて操作を確認
してほしい」とアドバイスした。参加者らは「左右と
上下に移動させる操作があって思ったより難しかっ
た」と話した。このほか、「我流でしていたファイル
整理など、効率の良い方法やクラウド上でのソフト
の活用等普段学べない事も学べて良かった」など
の感想も寄せられた。

墜落防止に関する知識を学んだ（円内は玉代勢講師）

ＩＴの基礎知識を学んだ

　新入社員を対象とした「足場組み立て等の特別
教育」が５月24日、那覇市の職業能力開発センター
で行われ、会員企業の新入社員42人が受講した。
　同特別教育は、４月から６月までの約２カ月間
実施している実践型人材育成訓練の一環として
行われたもので、県内で墜落事故が増加している
ことを受け、建設業労働災害防止協会と連携して
今年初めて行われた。
　建災防沖縄支部の與那嶺茂良常務理事は「特
別教育は自らの命を守るだけでなく大切な家族や
仲間を守る知識を習得するためのもの。しっかり
学び、安全を意識して臨んでほしい」と呼びかけ
た。また、講師の玉代勢幸雄氏は足場の種類や構
造、組立て解体方法などに関する足場の知識のほ
か、墜落防止のための設備や措置など労働災害防
止に関する知識などを説明。受講者はグループご

とに演習問題を解くなど理解を深めた。
　なお、平成27年労働安全衛生規則改正に伴い、
足場作業の従事者には、足場組み立ての特別教
育の受講が必須とされており、受講者には修了証
が交付される。

真剣な表情で研修に参加する受講者 (円内は北野講師）

　「平成29年度防災研修エキスパート版」の未受
講者向け研修会を５月28日の那覇市を皮切りに県
内４カ所で開催。このうち、28日の那覇市・沖縄産
業支援センターで開かれた研修会には、会員企業
の担当者ら25人が参加した。
　研修は、有事の際に迅速に「沖縄県災害復旧支
援システム」を有効活用できるよう会員企業向け
に段階的に行っているもの。システムは「ちゅら島
レスキュー訓練」や「県総合防災訓練」に参加し
て、実践評価や検証結果を基に変更・改善されて
いる。今回の研修は、再構築した同システムの機
能を最大限に活用するには、会員企業のシステム
への理解と協力が不可欠だとして、未受講者向け
に行われたもの。受講者らは、各自の端末機器を
使って、ＧＰＳによる位置情報を添付した仮想の
災害現場写真を指定されたクラウドに送付するな
どの訓練を行った。

　同研修を受講した会員企業は現在、半数に留
まっている。防災研修の未受講及び資機材情報等
の未登録企業には「防災協定締結証明書」の発行
ができない場合があることから、協会では未受講
会員企業への受講参加を呼び掛けている。

災害復旧システムの活用方法を学ぶ
防災研修エキスパート版を開催

「足場組み立て特別教育」を開催
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要請を受ける建産連下地会長（左）ら

　（一社）沖縄県建設産業団体連合会（下地米蔵
会長）は５月22日、那覇市の産業支援センターで県
や県教育委員会、沖縄総合事務局、沖縄労働局ら
から新規学卒者の雇用確保と求人票の早期提出
についての要請を受けた。
　要請は、建産連のほか、（一社）沖縄県経営者
協会や県商工会議所連合会など９団体に対して
行われ、県商工労働部の屋比久盛敏部長が、県経
営者協会の安里昌利会長に要請文を手渡した。
　沖縄労働局によると、県内の昨年７月末時点の
新規高卒者に対する求人票の提出率は63.6％に
止まり、全国の86.6％を大きく下回っている。同局
の安達隆文局長は「求人票の提出の遅れは生徒
の就職活動の遅れにつながりかねない。早期の提
出が優秀な人材の確保につながるので協力をお
願いしたい」と呼びかけた。
　要請後の意見交換で下地会長は、おきなわ建

設フェスタの開催や建設産業合同企業説明会な
ど若年者の入職促進に向けた取り組みなどを説
明。また新卒者の人材育成事業として実践型の研
修制度や資格取得に係る助成制度の活用など、優
秀な人材確保に取り組んでいることも紹介したほ
か、工業高校における各専門教師の採用を要望、
着実な技術継承を呼びかけた。

比嘉副会長（左から４人目）が下地幹郎顧問（同５人目）に
要請書を手渡した

　沖建協は６月16日、日本維新の会沖縄県総支
部政務調査会の開催に伴い、沖縄振興予算の確
保と公共関係事業費の安定的確保、直轄事業に
おける県内建設企業の受注機会確保、宮古・八重
山地域の県立高校に建築学科設置などについて
要請した。
　２年連続で約100億円減となっている沖縄振興
予算については、各地で事業の進捗に影響が出て
おり、建設業界への影響も懸念されているとし、
沖縄振興予算の所要額確保と公共関係事業費の
安定的確保を訴えた。
　学生の平等に学ぶ機会の確保を目的に要望し
ている「宮古・八重山地域の高校への建築学科設
置」では、現在、先島地方には実業高校はあるもの
の、建築系の学科が設置されておらず、建築系の
学科に進学する場合は本島の学校に進学せざる
を得ない状況にあることを説明した上で、「進学に

伴い家計への負担が生じ、生活貧困へ繋がる可能
性がある」として、宮古・八重山地域に建築学科を
設置するよう要請した。また、より質の高い学生の
育成・確保のため、工業高校における既設学科の
増設や土木・建築などの専門課程における正規教
職員の採用拡大も求めた。

沖縄振興予算の拡大確保を要請

学卒求人の確保と求人票の早期提出を

足場を組み立てる生徒たち

　沖建協が講師を派遣して実施している「鉄筋・型
枠実技実習」が６月15日、沖縄市の県立美里工業高
校でスタートした。実習は、将来建設業を担う生徒た
ちの技術・技能の育成や担当教諭の指導力向上な
どが目的。生徒は約３カ月間をかけて、鉄筋や桟木、
ベニヤ板などを使ってモデルハウスづくりを実践し、
施工図の読み方や型枠組み立て、鉄筋の組み方な
どを学ぶ。今回は建築科の生徒13人が参加、講師は
１級建築士・１級建築施工管理技士の玉城保氏が
努める。
　実習初日は、玉城氏が図面の読み方を解説したあ
と、昨年製作したモデルハウスを解体するため、足場
の組み立て作業などを行った。建築科の銘苅恭一教
諭は「授業で図面の読み方を学習しているが、実践
することでより理解が深まると思う」と話した。また、
具志堅海飛君は「この授業で図面の読み方や技術
を学んで、お父さんの仕事を手伝えるようになりた
い」と意気込みを語った。玉城氏は「就職や進学で

建築に興味を持ってもらい、将来現場監督になる生
徒が出てくれることを期待している」と呼びかけた。
　沖建協では、建設業への入職促進事業の一環とし
て、平成28年度から同実技実習を実施しており、今
年で３回目。今回の実習は来年３月まで実施。建築科
の生徒が３班に分かれて、各班約３カ月間をかけて
指導を受ける。

美里工高で鉄筋型枠実習スタート

　那覇支部（長山宏支部長）は６月21日、県南部土
木事務所と県南部農林土木事務所を訪れ、公共事
業予算の確保と支部会員の優先活用を要請した。
　長山会長は、公共事業は経済への波及効果や雇
用確保の観点からも重要として、安定的かつ計画的
な予算確保を要望。さらに、支部会員は、災害時の
緊急組織体制の構築や河川や道路の美化活動な
ど、地域貢献活動に積極的に取り組んでいると強
調、「工事発注に当たっては、支部会員から選定して
いただきたい」と要請書を手渡した。
　これに対し南部土木事務所の我那覇生雄所長は
「本庁に対してはこれまで以上に積極的に予算要求
を行っていきたい」と返答。支部会員の優先活用に
ついては、地域要件などを設定し、地元企業に配慮
していく方針を示した。
　続いて訪れた南部農林土木事務所でも同様に、
砂川勝彦所長に要請文を手渡した。

我那覇所長（左）に要請文を手渡す長山支部長（右）ら

南部農林土木事務所でも要請した

支部活動報告支部活動報告
■那覇支部　県に要請
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　北部支部(仲泊栄次支部長)は５月30日のごみゼ
ロの日に実施された「ごみ不法投棄等防止県下一
斉パトロール」に参加、市内の不法投棄現場など４
カ所を巡回した。
　同パトロールは、県廃棄物不法処理防止連絡
協議会などに加盟する機関･団体が中心となって
合同で監視パトロールを実施することで、廃棄物
の不法投棄抑止や不適正処理の防止を図るのが
目的。毎年５月30日から６月５日の全国ごみ不法
投棄監視ウィークに合わせて行われており、今年
度は北部管内で実施。県や名護市の職員ら総勢
41人が参加した。出発式で県環境部の棚原憲実
環境企画統括監は「平成28年度の不法投棄は１
１７件、総重量１７９６トンで、悪質かつ巧妙な手口
による不法投棄は後を絶たない」と説明。観光立

北部支部から６人が参加した

安慶名署長（右）の講話に耳を傾ける支部役員ら

県沖縄のイメージアップと、快適な生活環境確保
のため、監視パトロール強化への協力を呼びかけ
た。

　北部支部（仲泊栄次支部長）は、６月８日の定例
役員会で、名護労働基準監督署の安慶名秀樹署
長による安全講話を行った。
　今回の講話は昨年９月から今年５月までの短期
間で北部地域で死亡災害が４件発生していること
から、同労基署が支部役員向けに労働災害防止
対策への取り組み強化と注意喚起を目的に実施
したもの。同日、安慶名署長から仲泊支部長へ労
働災害防止対策への取り組みについての要請文
も手渡された。
　講話では、県内における労働災害発生状況や第
13次労働災害防止計画の概要などが説明された
ほか、北部地域で発生した死亡災害４件は、いず
れも基本的安全対策が不十分であったことが要
因だったと指摘。安慶名署長は「人手不足に伴い
専門技術者の業務負担が増えている。既存の安
全管理で良いのか確認してほしい。現場から安全

対策の声が上がったら躊躇（ちゅうちょ）なく対応
してほしい」と呼びかけ、元請けと下請けの安全対
策計画の認識の共有を強く訴えた。

支部活動報告支部活動報告

■北部支部　不法投棄防止パトに参加

■北部支部　安全講話を開催

　那覇支部（長山宏支部長）は、３月に行った天皇皇后
両陛下来県に伴う警備ボランティアで、那覇警察署署長
と那覇地区地域安全協力会会長による「那覇地区地域
安全協力会功労者表彰」を受賞した。
　那覇支部の活動は、３月27～29日の３日間で会員企
業から９人が参加し、交通誘導や沿道支援などを行った
もの。
　表彰を受けて長山支部長は「地域貢献活動の一環と
してボランティア活動をはじめ、さまざまな取り組みを
行っている。天皇皇后両陛下の沖縄行幸啓では、支部
会員の協力を受け、沿道での警備にあたった。これから
もこのような活動を継続することで、建設業のイメージ
アップを図っていきたい」と抱負を語った。

表彰を手に記念撮影する長山支部長（右）と
伊志嶺副支部長

知念支部長（左から３人目）らが
松本市長（同４人目）に就任あいさつ

　浦添･西原支部の知念章支部長ら新執行部は５
月８日、浦添市の松本哲治市長を表敬し、就任の
あいさつをした。
　開発が進む西海岸エリアについて、松本市長は
「西海岸開発は今後、ホテルや観光リゾートとして
の開発、各種イベント等の活用など多様な展開が
予想される」と述べ、「業界団体とも意見交換し、
議論していきたい」と語った。
　知念支部長も今後見込まれる観光客の増加に
対応した環境整備が必要だとの認識を示したうえ
で「沖縄は台風も多く、津波の心配もある。防災リ
ゾートをアピールし、観光客が安心して来訪できる
まちづくりが大事」と防災対策の重要性を述べた。

支部活動報告支部活動報告

■那覇支部　地域安全協力会功労者表彰を受賞

■浦添・西原支部　浦添市長を表敬
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支部活動報告支部活動報告

■北部支部　不法投棄防止パトに参加
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予想される」と述べ、「業界団体とも意見交換し、
議論していきたい」と語った。
　知念支部長も今後見込まれる観光客の増加に
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支部活動報告支部活動報告
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　八重山支部（米盛博明支部長）は６月15日、八
重山建設会館で八重山労働基準監督署による建
設業災害防止講習会を開催した。講習会は、工事
量の増加に伴い、県内における平成29年度の労働
災害・死傷災害が増加していることを受け、労基
署が災害防止に対する注意喚起を目的に開いた
もの。当日は、支部会員企業から多数が受講し、労
働災害防止対策等について学んだ。
　講習会では、労基署の担当者が平成29年度の
県内における労働災害の発生状況について報告。
労働災害の要因となっている墜落や熱中症等防
止対策について講義したほか、解体作業に関して
作業計画書の策定・実施についてのポイントなど
を解説した。
　また講習会に先立ち、梅澤栄署長が労働基準
法の基礎知識について講話し、参加者らは時間
外労働の限度に関する基準等について理解を深

講義に耳を傾ける受講者ら（円内は梅澤署長）
めた。
　講習会を終えて米盛支部長は「労働災害の実
態を指摘していただいた。きょう習得したことを現
場で活かして、労働災害ゼロを目指しましょう」と
呼びかけた。

支部活動報告支部活動報告

■八重山支部　災害防止講習会を開催

お 知 ら せ

地域と共に、未来を築く

私たちは、沖縄県建設業協会会員です。
一般社団法人

Okinawa General Contractors Association
沖縄県建設業協会

Okinawa General 
Contractors 
Association

OCA
あんぜんぼーや

　建設業界のイメージアップと沖縄県
建設業協会会員の「見える化」を図る
ため、協会のイメージアップキャラク
ター「あんぜんぼーや」のシールを作
成しました。（A4サイズ、A3サイズ）
　協会会員が施工する建設現場の出
入り口など人目に触れる機会の多い
場所に貼って、協会会員であることを
示すＰＲ活動に使用してください。
　追加で必要な場合は、所属支部窓
口で配布します。

沖建協「見える化」イメージアップキャラクター

あんぜんぼーや誕生！！
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▼ 概 況

▼ 月別請負金額、単月・累計前年対比の推移

お申し込み・お問い合わせは下記までお願いします。
西日本建設業保証株式会社沖縄支店（担当：小倉、濱岡）
TEL：098－876－1981 　FAX番号：098－876－1985

次の発注者で中間前金払制度が新規採用されました！！
ご受注の際は是非ご利用下さい！！

【中間前金払制度とは】
◆ 請負金額の４０％に相当する前払金に加え、工期と出来高が１／２を超えた時点で、
　 追加で請負金額の２０％を受領できる制度です。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

〈中間前金払制度を新規採用した発注者〉

東村
請負金額：1,000万以上
　　工期：１２０日以上

6月１日付

※沖縄市は水道局発注工事となっております。　
※上記の表に掲載されていない市町村は中間前払金を未導入。

今後も採用が決定した市町村は
随時ご案内致します！

　中間前払金のご利用件数が
昨年のほぼ２倍となっております！
利用者がますます増加中です！！

例えば、請負金額5,000万の場合‥‥
1,000万円が利用可能！保証料はわずか 6,500円！

沖縄県
那覇市
名護市
うるま市
沖縄市※
宜野湾市
糸満市
豊見城市
南城市
宮古島市

１千万円以上
１千万円以上
１千万円以上
１千万円以上
１千万円以上
１千万円以上
５０万円以上
１千万円以上
１千万円以上
１千万円以上

120日以上
120日以上
120日以上
120日以上
120日以上
120日以上
　90日以上
　90日以上
120日以上
120日以上

石垣市
浦添市
竹富町
久米島町
本部町
与那原町
北谷町
南風原町
西原町
中城村
北中城村

130万円以上
１千万円以上
500万円以上
150万円以上
１千万円以上
１千万円以上
150万円以上
150万円以上
100万円以上
150万円以上
１千万円以上

　60日以上
120日以上
　60日以上
　60日以上
120日以上
120日以上

120日以上

国頭村
大宜味村
伊平屋村
南大東村
恩納村
読谷村
伊江村
宜野座村
伊是名村
北大東村
東村

１千万円以上
１千万円以上
１千万円以上
150万円以上
１千万円以上
１千万円以上
１千万円以上
130万円以上
150万円以上
150万円以上
１千万円以上

　120日以上
120日以上
120日以上

120日以上
120日以上
120日以上
　90日以上

120日以上

中間前金払制度の導入状況（平成30年６月１日現在）
発注者 対象金額 対象工期 発注者 対象金額 対象工期 発注者 対象金額 対象工期

お 知 ら せ お 知 ら せ

沖建協会報　2018. 7月号 沖建協会報　2018. 7月号

沖縄県内の公共工事動向（平成３０年5月分）
西日本建設業保証（株）沖縄支店
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沖縄県内の公共工事動向（平成３０年5月分）
西日本建設業保証（株）沖縄支店
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［助成額・助成率］　（　）内は中小企業以外の助成額・助成率

①

②

③教育訓練休暇付与コース 30万円 36万円

MessageMessage ～後輩たちへ～
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建設
雇用改善
コーナー人材開発支援助成金の案内

人材開発支援助成金

※認定実習併用職業訓練において、建設業、製造業、情報通信業の分野（特定分野）の場合は経費助成率を30％→45％、45％→60％、
　60％→75％へ引き上げます。

　人材開発支援助成金は、労働者の職業生活設計の全期間を通じて段階的かつ体系的な職業能力開発を効果的に促進するため、雇用
する労働者に対して職務に関連した専門的な知識及び技能の習得をさせるための職業訓練などを計画に沿って実施した場合に、訓練
経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成する制度です。企業の人材育成と労働者の職業能力開発のために、ぜひ、ご活用ください。
　
〈平成 30 年 4月１日からの主な改正内容〉
１．キャリアアップ助成金の人材育成コース、建設労働者確保育成助成金の認定訓練コース及び技能実習コース、障害者職業能力開
　発助成金を統合し、助成メニューを７類型（特定訓練コース、一般訓練コース、特別育成訓練コース、教育訓練休暇付与コース、建設
　労働者認定訓練コース、建設労働者技能実習コース、障害者職業能力開発コース）に整理統合しました。
２．労働生産性が向上している企業について支給する割増助成分について、特定訓練コースのみ、訓練開始日が属する会計年度の前
　年度とその３年度後の会計年度と比較する成果主義へ変更しました。
３．制度導入助成について、教育訓練休暇付与コースを新設するとともに、キャリア形成支援制度導入コース及び職業能力検定制度導
　入コースについては、平成29年度限りで廃止いたしました。
　その他詳細はＨＰ（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html）な
　どでご確認ください
　
〈各コースの申請期限〉
○訓練実施計画（訓練様式第１号）
→訓練開始日から起算して１カ月までに提出するようお願いします。
　例：訓練開始日が７月１日である場合、6月１日が提出期限
　　　訓練開始日が７月15日である場合、6月15日
　　　訓練開始日が７月31日である場合、6月30日（6月31日がないためその前日）
　　　訓練開始日が９月30日である場合、8月30日（前月の同日が期限）
　　　訓練開始日が３月29日、30日、31日である場合、いずれも2月28日（2月29日まである場合は29日）
※新たに雇い入れた被保険者のみを対象とした訓練等雇い入れ日から訓練開始日までが１カ月以内である訓練等の訓練実施計画届
　の提出期間については、訓練開始日から起算して原則１カ月前に提出するようお願いします。
※訓練実施計画届提出時において、提出が困難な添付書類がある場合には当該添付書類について訓練開始日の前日までに提出する
　ようお願いします。
※申請期限について平成29年度と取り扱いが異なるのでご留意ください。

特定訓練コース

一般訓練コース

特別育成訓練コース

教育訓練休暇付与コース

建設労働者認定訓練コース

建設労働者技能実習コース

障害者職業能力開発コース

・労働生産性の向上に係る訓練　　・雇用型訓練　　・若年労働者への訓練
・技能継承等の訓練　　・グローバル人材育成の訓練

　上記以外の訓練

・有給教育訓練休暇制度を導入し、労働者が当該休暇を取得して訓練を受けた場合に助成

・一般職業訓練　　・有期実習型訓練　　・中小企業等担い手育成訓練

・安衛法に基づく教習及び技能講習や特別教育
・能開法に規定する技能検定試験のための事前講習
・建設業法施行規則に規定する登録機関技能者講習　　など

・障害者職業能力開発訓練施設等の設置等
・障害者職業能力開発訓練運営費（人材費、教材費等）

・認定職業訓練または指導員訓練のうち建設関連の訓練

※

沖縄労働局職業安定部 
職業対策課  助成金センター
TEL：098-868-1606 
 FAX：098-868-1612

お問い合わせ先

名護高等学校出身
稲嶺　匡大さん（23歳）
（株式会社國場組　建設工事部）　
いなみね・まさひろ／名護市出身／
2013年３月名護高校普通科卒業／
2017年３月ものつくり大学建設学
科卒業／2017年４月㈱國場組入社
 
将来の夢：20代で一級建築士・一級
施工管理技士（建築・土木）資格取
得。30代で現場代理人、40代で國
場組のグループ企業として会社を設
立し國場組の更なる力になること。

先輩の動きを見て、次の行動を読む！！
　インターンシップで現場を体験し、現場の雰囲気と先
輩方の人柄で入社を決めました。初めは右も左も分から
ず戸惑うこともあるかもしれませんが、先輩たちは気さく
な人が多く頼りがいのある人たちばかりなので安心して
現場に出て大丈夫です。先輩たちの動きを見ていれば次
にどういうことが必要かなど、おのずとみえてくるでしょ
う。

沖縄伊武部ビーチホテル計画の伊武部ビーチ作業所での
担当工区ヒルトップで初めてＰＣ板を自主検査していると
ころ（現場での担当は写真係です）

美来工科高等学校出身
知花　剛士さん（25歳）
（株式会社太名嘉組　土木部）　
ちばな・たけし／読谷村出身／2012
年３月美来工科高校機械システム科
卒業／2017年３月専修学校サイ・テ
ク・カレッジ土木科卒業／2017年４
月㈱太名嘉組入社
 
将来の夢：早く一級土木施工管理技
士を取得して、現場を任せてもらえ
るような技術者になりたいです。

恐れずどんどん聞くことが大事！！
　小さい頃から工事現場で働く方や重機に憧れて、専門
学校では測量やＣＡＤなどを学びました。実際に工事現
場で働いてみると、イメージと違うことがあったりするか
もしれませんが、困ったときは丁寧に教えてくれる先輩方
がいるので、恐れずどんどん聞くことが大事だと思いま
す。また、自分が関わった現場が完成したときには、とて
もやりがいを感じます。

初めて配属された「恩納南ＢＰ１工区橋梁上部工工事」。
先輩にいろいろアドバイスをもらい、無事に完成させるこ
とができました。
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［助成額・助成率］　（　）内は中小企業以外の助成額・助成率

①

②

③教育訓練休暇付与コース 30万円 36万円

MessageMessage ～後輩たちへ～
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建設
雇用改善
コーナー人材開発支援助成金の案内

人材開発支援助成金

※認定実習併用職業訓練において、建設業、製造業、情報通信業の分野（特定分野）の場合は経費助成率を30％→45％、45％→60％、
　60％→75％へ引き上げます。

　人材開発支援助成金は、労働者の職業生活設計の全期間を通じて段階的かつ体系的な職業能力開発を効果的に促進するため、雇用
する労働者に対して職務に関連した専門的な知識及び技能の習得をさせるための職業訓練などを計画に沿って実施した場合に、訓練
経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成する制度です。企業の人材育成と労働者の職業能力開発のために、ぜひ、ご活用ください。
　
〈平成 30 年 4月１日からの主な改正内容〉
１．キャリアアップ助成金の人材育成コース、建設労働者確保育成助成金の認定訓練コース及び技能実習コース、障害者職業能力開
　発助成金を統合し、助成メニューを７類型（特定訓練コース、一般訓練コース、特別育成訓練コース、教育訓練休暇付与コース、建設
　労働者認定訓練コース、建設労働者技能実習コース、障害者職業能力開発コース）に整理統合しました。
２．労働生産性が向上している企業について支給する割増助成分について、特定訓練コースのみ、訓練開始日が属する会計年度の前
　年度とその３年度後の会計年度と比較する成果主義へ変更しました。
３．制度導入助成について、教育訓練休暇付与コースを新設するとともに、キャリア形成支援制度導入コース及び職業能力検定制度導
　入コースについては、平成29年度限りで廃止いたしました。
　その他詳細はＨＰ（http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/d01-1.html）な
　どでご確認ください
　
〈各コースの申請期限〉
○訓練実施計画（訓練様式第１号）
→訓練開始日から起算して１カ月までに提出するようお願いします。
　例：訓練開始日が７月１日である場合、6月１日が提出期限
　　　訓練開始日が７月15日である場合、6月15日
　　　訓練開始日が７月31日である場合、6月30日（6月31日がないためその前日）
　　　訓練開始日が９月30日である場合、8月30日（前月の同日が期限）
　　　訓練開始日が３月29日、30日、31日である場合、いずれも2月28日（2月29日まである場合は29日）
※新たに雇い入れた被保険者のみを対象とした訓練等雇い入れ日から訓練開始日までが１カ月以内である訓練等の訓練実施計画届
　の提出期間については、訓練開始日から起算して原則１カ月前に提出するようお願いします。
※訓練実施計画届提出時において、提出が困難な添付書類がある場合には当該添付書類について訓練開始日の前日までに提出する
　ようお願いします。
※申請期限について平成29年度と取り扱いが異なるのでご留意ください。

特定訓練コース

一般訓練コース

特別育成訓練コース

教育訓練休暇付与コース

建設労働者認定訓練コース

建設労働者技能実習コース

障害者職業能力開発コース

・労働生産性の向上に係る訓練　　・雇用型訓練　　・若年労働者への訓練
・技能継承等の訓練　　・グローバル人材育成の訓練

　上記以外の訓練

・有給教育訓練休暇制度を導入し、労働者が当該休暇を取得して訓練を受けた場合に助成

・一般職業訓練　　・有期実習型訓練　　・中小企業等担い手育成訓練

・安衛法に基づく教習及び技能講習や特別教育
・能開法に規定する技能検定試験のための事前講習
・建設業法施行規則に規定する登録機関技能者講習　　など

・障害者職業能力開発訓練施設等の設置等
・障害者職業能力開発訓練運営費（人材費、教材費等）

・認定職業訓練または指導員訓練のうち建設関連の訓練

※

沖縄労働局職業安定部 
職業対策課  助成金センター
TEL：098-868-1606 
 FAX：098-868-1612

お問い合わせ先

名護高等学校出身
稲嶺　匡大さん（23歳）
（株式会社國場組　建設工事部）　
いなみね・まさひろ／名護市出身／
2013年３月名護高校普通科卒業／
2017年３月ものつくり大学建設学
科卒業／2017年４月㈱國場組入社
 
将来の夢：20代で一級建築士・一級
施工管理技士（建築・土木）資格取
得。30代で現場代理人、40代で國
場組のグループ企業として会社を設
立し國場組の更なる力になること。

先輩の動きを見て、次の行動を読む！！
　インターンシップで現場を体験し、現場の雰囲気と先
輩方の人柄で入社を決めました。初めは右も左も分から
ず戸惑うこともあるかもしれませんが、先輩たちは気さく
な人が多く頼りがいのある人たちばかりなので安心して
現場に出て大丈夫です。先輩たちの動きを見ていれば次
にどういうことが必要かなど、おのずとみえてくるでしょ
う。

沖縄伊武部ビーチホテル計画の伊武部ビーチ作業所での
担当工区ヒルトップで初めてＰＣ板を自主検査していると
ころ（現場での担当は写真係です）

美来工科高等学校出身
知花　剛士さん（25歳）
（株式会社太名嘉組　土木部）　
ちばな・たけし／読谷村出身／2012
年３月美来工科高校機械システム科
卒業／2017年３月専修学校サイ・テ
ク・カレッジ土木科卒業／2017年４
月㈱太名嘉組入社
 
将来の夢：早く一級土木施工管理技
士を取得して、現場を任せてもらえ
るような技術者になりたいです。

恐れずどんどん聞くことが大事！！
　小さい頃から工事現場で働く方や重機に憧れて、専門
学校では測量やＣＡＤなどを学びました。実際に工事現
場で働いてみると、イメージと違うことがあったりするか
もしれませんが、困ったときは丁寧に教えてくれる先輩方
がいるので、恐れずどんどん聞くことが大事だと思いま
す。また、自分が関わった現場が完成したときには、とて
もやりがいを感じます。

初めて配属された「恩納南ＢＰ１工区橋梁上部工工事」。
先輩にいろいろアドバイスをもらい、無事に完成させるこ
とができました。
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［7月号会員の異動］

平成30年6月の動き平成30年6月の動き

平成30年7月の行事予定平成30年7月の行事予定
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・沖建協「防災研修エキスパート版（未受講者対象）」
（建労センター）

・土木技士会「役員会」（建労センター）

・沖建協「正副会長会議」（ロワジールホテル）
・沖建協「役員会」（ロワジールホテル）
・沖建協・建産連「建設産業合同企業説明会」

（コンベンションセンター）

・沖建協「新入社員IT活用研修」～6/22（金）迄（建労センター）

・沖建協「高校生現場見学会（沖縄工業・建築科）」
（㈱技建、てだこ浦西駅）

・土木技士会「通常総会・特別講演会」
（ダブルツリーbyヒルトン那覇首里城）

・建産連「通常総会」（ホテルロイヤルオリオン）

・冷凍空調設備協会「総会」（那覇市）

・県雇用政策課「未来の産業人材育成事業合同会議」（那覇市）
・東日本大震災支援協力会議「解散総会」（豊見城市）
・沖縄労働局「労働災害防止連絡協議会」（那覇市）
・県土木建築部「平成31年度国庫支出金要請に係る意見交換会」

（那覇市）
・職業能力開発協会「前期技能検定委員辞令交付式及び調整会
議」（那覇市）
・沖縄不発弾等対策協議会「分科会」（那覇市）
・沖縄子どもの未来県民会議「総会」（那覇市）
・県雇用対策推進協議会「幹事会」（那覇市）
・県産業教育振興会「生徒研究発表及び総会」（那覇市）
・建築士事務所協会「総会」（那覇市）
・磁気探査協会「磁気探査技士試験問題作成部会」（浦添市）
・県産品奨励月間実行委員会「実行委員会」（那覇市）
・防犯協会連合会「定時評議員会」（那覇市）
・建設業振興基金「1級建築施工管理技術検定試験（学科）」
・電気工事業工業組合「総会」（那覇市）

・おきなわアジェンダ21県民会議「通常総会」（那覇市）

・経済団体会議「本会議」（那覇市）
・県環境整備センター「定時株主総会・臨時取締役会」（那覇市）
・土木学会西部支部沖縄会「幹事会」（那覇市）
・建設業振興基金「建設キャリアアップシステムに関するブロック
研修会」（福岡県）
・就労支援事業者機構「通常総会」（那覇市）
・県社会保険委員会「支部総会及び算定基礎届事務説明会」

（浦添市）
・暴力団追放沖縄県民会議「定時評議員会」（那覇市）
・おきなわ建設フェスタ「実行委員会・幹事会」（那覇市）
・建災防「通常総会・建災防大会」（那覇市）
・沖縄不発弾等対策協議会「協議会」（那覇市）
・農林水産土木建設会「総会」（那覇市）
・建退共本部「運営委員会・評議員会」（東京都）
・建設業福祉共済団「定時評議員会」（東京都）
・県子ども生活福祉部「沖縄全戦没者追悼式」（糸満市）
・経済団体会議「日本経済団体連合会・中西会長への表敬訪問」

（東京都）
・全国建産連「通常総会」（東京都）
・沖縄の土木技術を世界に発信する会「運営会議」（浦添市）
・西日本建設業保証「定時株主総会」（大阪府）
・沖縄建設新聞「取締役会」（那覇市）
・経済団体会議「幹事会」（那覇市）
・九州建設青年会議「通常総会・意見交換会」（福岡県）

その他会議・講習会等沖建協・建産連・土木技士会・青年部会等日　曜
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・土木技士会「沖縄総合事務局との意見交換会」（沖縄総合事務局）

・沖建協「防災研修エキスパート版（未受講者対象）」
（宮古建設会館）

・沖建協「新入社員IT活用研修」～7/13（金）迄（建労センター）
・沖建協「役員会」（建労センター）

・沖建協「高校生現場見学会（南部工業・建築設備科）」
（浦添西海岸計画、てだこ浦西駅）

・沖建協「原価管理講習会」（建労センター）

・沖建協「建設業経理事務士3級特別研修（名護商工）」～7/25
（水）迄（名護商工）
・沖建協「建設業経理事務士4級特別研修（沖縄工業・浦添工業）」
～7/26（木）迄（沖縄工業）
・沖建協「建設業経理事務士4級特別研修（美里工業・美来工科）」
～7/26（木）迄（美里工業）
・沖建協「高校生小型車両系建設機械特別教育（名護商工）」～
7/27（金）迄（建設業安全衛生技術センター）
・沖建協「高校生小型車両系建設機械特別教育（美来工科）」～
7/29（日）迄（建設業安全衛生技術センター）

・沖縄しまたて協会「技術開発支援選定委員会」（浦添市）
・建設業福祉共済団「全国事務担当者会議」（東京都）
・県総合防災訓練「ライフライン部会（インフラ復旧）」（那覇市）

・県交通安全推進協議会「平成30年夏の交通安全県民運動開始
式」（那覇市）

・土木学会西部支部沖縄会「運営委員会・総会」（那覇市）
・県防災危機管理課「美ら島レスキュー2018全体説明会」

（那覇市）
・「美ら島レスキュー2018」～7/19（木）迄（那覇市）
・沖縄受信環境クリーン協議会「定期総会」（那覇市）
・生コンクリート品質管理監査会議（那覇市）
・全建「建設業社会貢献活動推進月間中央行事」（東京都）
・九州土木技士会「通常総会」（福岡県）

・建設業企業年金基金「代議員会」（那覇市）

その他会議・講習会等沖建協・建産連・土木技士会・青年部会等日　曜
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・沖建協「高校生現場見学会（名護商工・電建システム科）」
（名護市営球場、ハレクラニ沖縄）

・沖建協「防災研修エキスパート版（未受講者対象）」
（八重山建設会館）

・全国建設研修センター「1級土木施工管理技術検定（学科）試験」
・建災防「安全パトロール」
・建設業振興基金「建設業経理事務士特別研修4級」～7/4（水）迄

（浦添市）
・県産品奨励月間実行委員会「県産品優先使用の要請行動」

（浦添市）
・県物産公社「『沖縄県優良県産品奨励事業』商品力審査会」

（那覇市）

その他会議・講習会等沖建協・建産連・土木技士会・青年部会等日　曜
1

3

 
5

日

火

 
木

今月の会員の異動はありません。
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・沖建協「防災研修エキスパート版（未受講者対象）」
（建労センター）

・土木技士会「役員会」（建労センター）

・沖建協「正副会長会議」（ロワジールホテル）
・沖建協「役員会」（ロワジールホテル）
・沖建協・建産連「建設産業合同企業説明会」

（コンベンションセンター）

・沖建協「新入社員IT活用研修」～6/22（金）迄（建労センター）

・沖建協「高校生現場見学会（沖縄工業・建築科）」
（㈱技建、てだこ浦西駅）

・土木技士会「通常総会・特別講演会」
（ダブルツリーbyヒルトン那覇首里城）

・建産連「通常総会」（ホテルロイヤルオリオン）

・冷凍空調設備協会「総会」（那覇市）

・県雇用政策課「未来の産業人材育成事業合同会議」（那覇市）
・東日本大震災支援協力会議「解散総会」（豊見城市）
・沖縄労働局「労働災害防止連絡協議会」（那覇市）
・県土木建築部「平成31年度国庫支出金要請に係る意見交換会」

（那覇市）
・職業能力開発協会「前期技能検定委員辞令交付式及び調整会
議」（那覇市）
・沖縄不発弾等対策協議会「分科会」（那覇市）
・沖縄子どもの未来県民会議「総会」（那覇市）
・県雇用対策推進協議会「幹事会」（那覇市）
・県産業教育振興会「生徒研究発表及び総会」（那覇市）
・建築士事務所協会「総会」（那覇市）
・磁気探査協会「磁気探査技士試験問題作成部会」（浦添市）
・県産品奨励月間実行委員会「実行委員会」（那覇市）
・防犯協会連合会「定時評議員会」（那覇市）
・建設業振興基金「1級建築施工管理技術検定試験（学科）」
・電気工事業工業組合「総会」（那覇市）

・おきなわアジェンダ21県民会議「通常総会」（那覇市）

・経済団体会議「本会議」（那覇市）
・県環境整備センター「定時株主総会・臨時取締役会」（那覇市）
・土木学会西部支部沖縄会「幹事会」（那覇市）
・建設業振興基金「建設キャリアアップシステムに関するブロック
研修会」（福岡県）
・就労支援事業者機構「通常総会」（那覇市）
・県社会保険委員会「支部総会及び算定基礎届事務説明会」

（浦添市）
・暴力団追放沖縄県民会議「定時評議員会」（那覇市）
・おきなわ建設フェスタ「実行委員会・幹事会」（那覇市）
・建災防「通常総会・建災防大会」（那覇市）
・沖縄不発弾等対策協議会「協議会」（那覇市）
・農林水産土木建設会「総会」（那覇市）
・建退共本部「運営委員会・評議員会」（東京都）
・建設業福祉共済団「定時評議員会」（東京都）
・県子ども生活福祉部「沖縄全戦没者追悼式」（糸満市）
・経済団体会議「日本経済団体連合会・中西会長への表敬訪問」

（東京都）
・全国建産連「通常総会」（東京都）
・沖縄の土木技術を世界に発信する会「運営会議」（浦添市）
・西日本建設業保証「定時株主総会」（大阪府）
・沖縄建設新聞「取締役会」（那覇市）
・経済団体会議「幹事会」（那覇市）
・九州建設青年会議「通常総会・意見交換会」（福岡県）

その他会議・講習会等沖建協・建産連・土木技士会・青年部会等日　曜
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・土木技士会「沖縄総合事務局との意見交換会」（沖縄総合事務局）

・沖建協「防災研修エキスパート版（未受講者対象）」
（宮古建設会館）

・沖建協「新入社員IT活用研修」～7/13（金）迄（建労センター）
・沖建協「役員会」（建労センター）

・沖建協「高校生現場見学会（南部工業・建築設備科）」
（浦添西海岸計画、てだこ浦西駅）

・沖建協「原価管理講習会」（建労センター）

・沖建協「建設業経理事務士3級特別研修（名護商工）」～7/25
（水）迄（名護商工）
・沖建協「建設業経理事務士4級特別研修（沖縄工業・浦添工業）」
～7/26（木）迄（沖縄工業）
・沖建協「建設業経理事務士4級特別研修（美里工業・美来工科）」
～7/26（木）迄（美里工業）
・沖建協「高校生小型車両系建設機械特別教育（名護商工）」～
7/27（金）迄（建設業安全衛生技術センター）
・沖建協「高校生小型車両系建設機械特別教育（美来工科）」～
7/29（日）迄（建設業安全衛生技術センター）

・沖縄しまたて協会「技術開発支援選定委員会」（浦添市）
・建設業福祉共済団「全国事務担当者会議」（東京都）
・県総合防災訓練「ライフライン部会（インフラ復旧）」（那覇市）

・県交通安全推進協議会「平成30年夏の交通安全県民運動開始
式」（那覇市）

・土木学会西部支部沖縄会「運営委員会・総会」（那覇市）
・県防災危機管理課「美ら島レスキュー2018全体説明会」

（那覇市）
・「美ら島レスキュー2018」～7/19（木）迄（那覇市）
・沖縄受信環境クリーン協議会「定期総会」（那覇市）
・生コンクリート品質管理監査会議（那覇市）
・全建「建設業社会貢献活動推進月間中央行事」（東京都）
・九州土木技士会「通常総会」（福岡県）

・建設業企業年金基金「代議員会」（那覇市）

その他会議・講習会等沖建協・建産連・土木技士会・青年部会等日　曜
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・沖建協「高校生現場見学会（名護商工・電建システム科）」
（名護市営球場、ハレクラニ沖縄）

・沖建協「防災研修エキスパート版（未受講者対象）」
（八重山建設会館）

・全国建設研修センター「1級土木施工管理技術検定（学科）試験」
・建災防「安全パトロール」
・建設業振興基金「建設業経理事務士特別研修4級」～7/4（水）迄

（浦添市）
・県産品奨励月間実行委員会「県産品優先使用の要請行動」

（浦添市）
・県物産公社「『沖縄県優良県産品奨励事業』商品力審査会」

（那覇市）

その他会議・講習会等沖建協・建産連・土木技士会・青年部会等日　曜
1
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日
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今月の会員の異動はありません。



お知らせお知らせ

I . 退職金の予定運用利回りの変更について

　中小企業退職金共済法に基づき5年に1度検討を行うこととされており、今回、検討の結果、建退

共の退職金の予定運用利回りが2.7%から3.0%に引き上げられました。

このため、退職金の額に関する政令が改正されました。

※平成15年10月1日以降の掛金納付があり、かつ平成28年4月1日以降に退職金請求事由が発生される者

　については、平成15年10月1日以降の掛金納付分についても3.0%の予定運用利回りが適用されます。

※掛金納付月数が12月以上24月未満の場合、退職金の額は掛金納付額の3～5割程度の額となります。
　

Ⅱ . 退職金の支給要件緩和について

　これまで、掛金納付月数が24月未満の場合については退職金の不支給期間となっておりました

が、これが12月未満に緩和されました。(死亡による場合は12月未満で変更ありません。)

※平成28年3月31日以前に退職金請求事由が発生する方は従来通りとなります。
　

Ⅲ . 被共済者による移動通算の申出期間の延長について

　建退共制度と中退共制度、清退共制度及び林退共制度との間を移動した場合、退職後2年以内で

あった通算の申出期間が3年以内まで延長されました。
　

Ⅳ . 移動通算できる退職金額の上限撒廃について

　これまで、移動通算できる額の上限を超える金額は差額給付金として被共済者に支給しており

ましたが、その上限が撤廃され、全額が移動先の制度に移換できるようになりました。
　

※詳細については、建退共ホームページに掲載しております。

中小企業退職金共済法の一部改正などに伴い、平成28年4月1日から建退共の制度が下記
のとおり変更となりました。　

国
の
制
度

　
　
　つ
の
特
長
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お知らせお知らせ

I . 退職金の予定運用利回りの変更について

　中小企業退職金共済法に基づき5年に1度検討を行うこととされており、今回、検討の結果、建退

共の退職金の予定運用利回りが2.7%から3.0%に引き上げられました。

このため、退職金の額に関する政令が改正されました。

※平成15年10月1日以降の掛金納付があり、かつ平成28年4月1日以降に退職金請求事由が発生される者

　については、平成15年10月1日以降の掛金納付分についても3.0%の予定運用利回りが適用されます。

※掛金納付月数が12月以上24月未満の場合、退職金の額は掛金納付額の3～5割程度の額となります。
　

Ⅱ . 退職金の支給要件緩和について

　これまで、掛金納付月数が24月未満の場合については退職金の不支給期間となっておりました

が、これが12月未満に緩和されました。(死亡による場合は12月未満で変更ありません。)

※平成28年3月31日以前に退職金請求事由が発生する方は従来通りとなります。
　

Ⅲ . 被共済者による移動通算の申出期間の延長について

　建退共制度と中退共制度、清退共制度及び林退共制度との間を移動した場合、退職後2年以内で

あった通算の申出期間が3年以内まで延長されました。
　

Ⅳ . 移動通算できる退職金額の上限撒廃について

　これまで、移動通算できる額の上限を超える金額は差額給付金として被共済者に支給しており

ましたが、その上限が撤廃され、全額が移動先の制度に移換できるようになりました。
　

※詳細については、建退共ホームページに掲載しております。

中小企業退職金共済法の一部改正などに伴い、平成28年4月1日から建退共の制度が下記
のとおり変更となりました。　

国
の
制
度

　
　
　つ
の
特
長
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